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研究成果の概要（和文）：インドで行われた村単位でのベーシック・インカム（BI)給付実験、そしてアメリカのアラ
スカ州で1980年代から導入されている部分的なBI給付に関する現地調査から、BI政策の導入は、先住民族コミュニティ
を活性化することが明らかになった。歴史的正義回復を射程に入れた先住民族の権利の主張は、論理的にはBI要求への
潜在力を持つが、現実の先住民族運動はBI政策導入の主張とは結びついていない。とはいえ、グローバルなBI政策導入
の動きが高まれば、先住民族運動もそれに呼応しうる可能性があることは、関係者からのインタビューによって明らか
にできた。
研究成果の概要（英文）：From our field research at the pilot project site for basic income guarantee in 
Indian indegenous village, also intervews in Alaska where partial basic income has been introduced since 
1980s, we can conclude that basic income guarantee can activate the indigenous peoples' communities. 
Although indegenous rights movement can be connected with basic income movement from the viewpoint of 
historical justice, no indigenous movements are keen about basic income. However, indigenous movements 
have some potentials to join the basic income movement if the idea of the global basic income would be 
much more commmon in future.
研究分野：社会学
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  ２版
様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
ある領域内に居住するすべての個人を対
象として、無条件に、基本的な生活に必要な
現金給付を受ける権利を与えるのがベーシ
ック・インカム政策である。このような政策
の導入がもたらす社会的影響評価について
は、古くは 19 世紀にさかのぼるが、とりわ
け 1980 年代以降、グローバル化のもとでの
貧困や失業問題への対応を迫られた各国で
の現実政治の中での政策課題となってくる
とともに（2004 年にブラジルで世界初のベ
ーシック・インカム導入法が可決されるがそ
の実施は先延ばしとなり、運動団体による村
落レベルの導入の社会実験が 2008 年ナミビ
ア、2009年ブラジルで開始されている）、激
しい国際的論争が湧き上がっていた。研究代
表者は、地球規模でのベーシック・インカム
政策導入が、現代社会の抱える諸問題（階級、
民族・エスニシティ、ジェンダーに基づく格
差や差別、人格形成、公共圏、生態系との共
生における歪みなど）を解決する方向で社会
構造を変革する鍵となるとする仮説を示し、
論陣をはっていた（岡野内 2010、2011）。そ
の論争の中では、ベーシック・インカム政策
の導入が、その領域内の多様なコミュニティ
を解体する方向に作用するのではないかと
いう重要な論点が出されていた。 
 研究代表者は、2010 年 9 月にナミビア、
2011 年 9 月にブラジルの社会実験プロジェ
クトを訪問して現地調査を行い、ベーシッ
ク・インカム導入が、地域コミュニティの結
束を強化しているという観察結果を得た。 
 一方アメリカ合衆国のアラスカ州では、北
極海沿岸での原油発見以来、州政府への石油
収入を恒久基金として積み立てて投資運用
し、投資収益を全州民に配当として配分する
という仕組みを作り、1982 年以来、毎年一
人当たりほぼ 10 万円を配分してきている。
このような政府系資源ファンド（Sovereign 
Wealth Fund）の運用システムは、ベーシッ
ク・インカム研究からも注目され、ベーシッ
ク・インカムのアラスカ・モデルとして、国
際的、普遍的に適用可能なものとする議論も
出されていた。 
 研究代表者は、このようなベーシック・イ
ンカム研究の動向に注目するとともに、これ
らのベーシック・インカム研究の議論の中で
は、先住民族の権利問題の視点が欠落してい
ることを危惧していた。ベーシック・インカ
ム論争の中で出されていたように、もしもベ
ーシック・インカム導入が、コミュニティの
絆を解体する方向に作用するとすれば、近年
盛り上がりを見せている先住民族の権利運
動の立場からは、ベーシック・インカム導入
に懐疑的にならざるをえないからである。 
 研究代表者が観察したように、ベーシッ
ク・インカム導入がコミュニティの絆を強化
し、活性化するものであれば、先住民族の権
利の立場からは、むしろベーシック・インカ
ム導入が運動のために必要となるはずであ
る。さらに、ベーシック・インカムの財源が、
アラスカ・モデルのように、天然資源からの
収益となるのであれば、天然資源のもともと
の占有者として、歴史的な権利を主張する先
住民族の権利回復の視点からも、ベーシッ
ク・インカム導入は重要な問題となるはずで
ある。 
 このような見通しのもとで、先住民族の権
利と歴史的正義回復問題について、これまで
アメリカ合衆国のグアムとハワイについて
研究をしてきた研究分担者を得て、アラスカ
の現地調査に取り組み、さらにベーシック・
インカム導入と先住民族の権利問題との関
連について、研究を進めることとした。 
 すでに研究代表者が現地調査を行ってい
たブラジルもナミビアも、先住民族問題を複
雑な形で抱え込んでおり、当面の貧困問題を
解決し、公共圏を活性化して、歴史的不正義
に関する正義回復の議論を進める前提とな
りうるベーシック・インカム導入政策は、先
住民族の歴史的権利回復問題のための重要
な課題となるのではないか、というのが研究
代表者の見通しであった。同時に、歴史的不
正義の問題は、全世界にほぼ普遍的に見られ
るものであり、この点での見通しが明確にな
れば、グローバルなベーシック・インカム導
入への動因にもなるだろうという見通しも
あった。 
 
２．研究の目的 
ある領域内に居住するすべての個人を対
象として、無条件に、基本的な生活に必要な
現金給付を受ける権利を与えるベーシッ
ク・インカム政策の導入は、その領域内の多
様なコミュニティを解体する方向に作用し、
集団的権利を核心とする先住民族の権利保
障と矛盾するに至るだろうか。先住民族のコ
ミュニティを内包し、すでに部分的なベーシ
ック・インカム政策の導入に踏み切った地域
（アメリカ合衆国アラスカ州、そしてブラジ
ルおよびナミビアの一部地域）のコミュニテ
ィの事例について検討し、答を出す。 
 
３．研究の方法 
 平成24年夏に、アラスカ現地調査を行い、
平成 25年夏にはアラスカ、ブラジル、ナミ
ビア現地調査、そして最終年度の平成 26年
は調査研究のとりまとめというのが当初の
現地調査計画であった。 
しかしながら、平成 24年には、インドで
ユニセフの資金とインド政府の要請によっ
て、インドの先住民族村落（指定部族カース
トとして差別是正政策の対象となっている）
を含むいくつかの村落でベーシック・インカ
ム導入実験が行われることになり、さらにイ
ランおよびモンゴルでも天然資源収益を財
源とするアラスカ型の部分的ベーシック・イ
ンカム政策が全国レベルで導入されるとい
う大きな動きがあった。 
また、ブラジルでは、国家レベルでのベー
シック・インカム導入の動きの点で特に進展
がなかったことから、当初の予定を変更し、
平成24年夏にナミビア、平成25年2月にイ
ンド、同年 9月にアラスカ、平成 26年 2月
にイラン、3月にモンゴルにて現地調査を行
った。 
研究方法としては、ベーシック・インカム
政策導入評価に関する次のような独自な視
点をもって、観察とインタビューに基づく質
的調査の手法を用いたフィールド調査を行
った。 
（１） 階級：貧困層と富裕層の状態の変化、
起業やボランティア活動との関連。 
（２） 民族・エスニシティ：エスニックな
紐帯の変化、異なるエスニック集団
間の関係。 
（３） ジェンダー：女性の地位、家族形態
の変化。 
（４） 人格形成：子どもの教育、成人教育
に関連する問題状況。 
（５） 公共圏：コミュニティ内外でのコミ
ュニケーションのための時間と空間
の変化。 
（６） エコロジー：環境問題。とりわけ先
住民族にとって重要な自然環境との
関係の変化。 
 研究開始とほぼ同時に、ベーシック・イン
カムのアラスカ・モデルに関する本
（Wiederquist & Howard(eds.)2012a,2012b）
が相次いで出版されたが、アラスカ・モデル
に関する諸論点がクリアになり、本研究の論
点である先住民問題の欠落も明らかだった
ので、現地調査では、アラスカ先住民族問題
の複雑な歴史的経緯についても聞き取りを
行った。 
 また、イラン調査では、かつて国際学会で
知り合ったイランの研究者と連携をとって
同時に国際会議やシンポジウムを開催し、貴
重な知見を得ることができた。 
 なお、平成24年と26年には、ベーシック・
インカム国際学会（BIEN大会）に参加して報
告を行ったほか、国内のいくつかの学会でも
報告、議論を行い、研究方向について、若干
の軌道修正を行うことができた。 
 
４．研究成果 
 ベーシック・インカム政策導入が先住民族
コミュニティを活性化するということは、と
りわけインドにおける社会実験によって明
らかにされた。この点については、研究代表
者が 2013年 6月の日本の国際開発学会で報
告した。より詳細なデータについては、2014
年に刊行された実験の報告書からも確認で
きる。 
 アラスカの事例のような、部分的なベーシ
ック・インカム導入についても、それが貧困
対策となることから、先住民族コミュニティ
の活性化効果を持つことが明らかになった
が、先住民の権利問題との関連では、次のよ
うな興味深いことが明らかになった。すなわ
ち、アラスカの場合、州による先住民族から
の土地所有権の獲得の代償として ANCSA（ア
ラスカ先住民土地要求解決法）によって、先
住民族のすべての成人を株主として連邦政
府からの資金によって設立されたアラスカ
先住民会社からの株式配当のほうが、最近で
は、アラスカ恒久基金配当を上回るようにな
っているという事実である。このことは、ア
ラスカ先住民族運動の当事者からは、自分た
ちの経営努力とともに、連邦政府のANCSAに
対する一定の評価につながってはいるもの
の、やはり土地を奪われることによって旧来
の生活様式とコミュニティを解体され、生活
が苦しい先住民族の人々にとっては、先住民
族からの土地奪取という歴史的不正義の観
念をぬぐいきれていない。 
先住民族の活動家たちとのインタビュー
によって明らかになったのは、活動家たちは、
ベーシック・インカム導入が先住民族の権利
運動にとってもつ潜在力についてほとんど
考えてこなかったが、研究代表者らの説明に
よって、アラスカ恒久基金配当が、ベーシッ
ク・インカムとなれば、ほとんどの人が、そ
のような可能性を持ちうる点に同意すると
いうことであった。 
このようなベーシック・インカム導入と先
住民族の権利運動との連関について、アラス
カの事例をもとに、アラスカ・モデルの批判
としてグローバル・ベーシック・インカムモ
デルを提起した論文を 2014年夏の国際学会
で報告し、同年に日本の査読付き雑誌にも掲
載した。 
本研究によって、天然資源を埋蔵する土地
収奪という歴史的不正義からの正義回復を
求める先住民族の権利運動との関連で、歴史
的正義回復と天然資源からの収益による基
金を財源とするベーシック・インカム政策導
入との関連が、理論的により明確になってき
た。これらの点については、わかりやすい形
で、一般向けの本の一部に執筆した。 
イランやモンゴル、さらにインド、ブラジ
ル、ナミビアなどでは、複雑な歴史的経緯の
中で土地所有問題の扱いが変わってきてお
り、今後の課題は、これらの諸国での土地問
題の経緯を踏まえて、ベーシック・インカム
導入運動への契機を考察することである。 
また、国際学会での報告と討論から、過疎
化する日本の農村地帯のコミュニティとベ
ーシック・インカム導入との関係が興味の対
象となっていることをつかみ、その点につい
てのフィールドワークも、2013年秋から長野
県の過疎農村で開始し、2014年夏にはラオス
で開催されたアジア農村研究学会（ARSA）で
報告した。 
本研究の中心的な成果であるベーシッ
ク・インカム政策導入によるコミュニティ活
性化効果の確認は、先住民族の権利運動のみ
ならず、その他の多くの人権保障を求める社
会運動（階級、民族、ジェンダー、人格形成、
公共圏、環境問題）に共通する重要な意味を
持つ。今後とも、この成果を生かして、ベー
シック・インカム政策導入にかかわる諸問題
について、理論的、実証的な研究を進めてい
きたい。 
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